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研  究 

緒   言 

新型コロナウイルス感染症は 2020 年に全世界に広が

り，日本においても約 6,500,000 人の感染者が報告され

ている（2022年 3月末現在）．長期にわたる感染拡大と患

者数の著しい増加に伴い，医療従事者の心身の疲労も増

していくことが懸念されるが，Matsuoら１）によれば，新

型コロナウイルス感染患者を受け入れている 1 つの病院

において，31％の医療従事者がバーンアウトの基準を満

たしていた．また，国連の機関間常設委員会（IASC：Inter-

Agency Standing Committee）がまとめた「新型コロナウ

イルス流行時のこころのケア」２）の中では，特に支援が必

要な人たちとして医療従事者をあげており，医療従事者

へのメンタルヘルス対策の重要性が指摘されている． 

新田塚医療福祉センター（以下センター）においては，

2020年 9月に新型コロナウイルス軽症感染者の受け入れ

を始めた．そのため，さらなる感染対策が求められ，業務

への不安が増大することが推測された．本研究は，セン

ター職員のメンタルヘルスの現状を調査し，それに影響

を及ぼす要因を評価することで，感染症対策とメンタル

ヘルス対策の両立や，いきいきと働ける職場づくりを目

指すことを目的とする． 

 

 

研究対象と方法 

 

１．調査項目 

A．職業性ストレス簡易調査票３） 

毎年 8 月にセンター全職員を対象に行っている職業性

ストレス簡易調査票の結果について，2020年と過去 4年

間の結果を比較した． 

職業性ストレス簡易調査票は，厚生労働省により開発・

公開されている調査票である．仕事のストレス要因，ス

トレス反応，及び修飾要因の 3 つの項目に分けられ，さ

らに修飾要因は周囲のサポートと満足度の 2 つの下位検

査に分けられる．全 57項目から構成され，ストレス反応

が 77点以上，あるいはストレス反応が 63点以上でかつ

ストレス要因と修飾要因が 76 点以上の場合に高ストレ
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ス者と判定される． 

B．自記式質問紙調査 

2020年 10月～11月にセンター全職員に自記式質問紙

調査を実施した．  

１）属性，COVID-19の影響についての調査 

性別，年齢，所属，職種について尋ねた後，所属する部

署での COVID-19感染者との接触の有無，COVID-19の

影響での仕事上の変化の有無，仕事上の変化による負担

度，COVID-19 による医療従事者であることの差別の有

無，COVID-19 感染者の受け入れ前後の不安，職場内で

の感染対策への安心感，COVID-19 の影響での家庭生活

の変化の有無，家庭生活の変化内容，家庭生活の変化に

よる負担度，高校生以下の子どもの有無，子どもの通学・

通園への変化，子どもの通学・通園の変化による負担度，

自身のストレスを緩和するために行っている活動につい

て調査した． 

２）Center for Epidemiologic Studies Depression Scale 

抑うつを測定する尺度として，Center for Epidemiologic 

Studies Depression Scaleうつ病自己評価尺度（以下，CES-

D）４）を使用した．この尺度は 20 項目からなるうつ病の

自己評価尺度で，高い信頼性，妥当性が報告されている．

得点が高いほどうつ状態が重いことを示し，最低得点は

0点，最高得点は 60点で，cut-off pointは 16点である． 

３）二次元レジリエンス要因尺度 

レジリエンス（ストレスフルな出来事によって傷つい

ても，そこから立ち直っていく精神的な回復力５））を測定

する尺度として，平野が開発した二次元レジリエンス要

因尺度（以下，BRS）６）を使用した．この尺度は，持って生

まれた気質と関連の強い「資質的レジリエンス要因」と，

後天的に身につけていきやすい「獲得的レジリエンス要

因」を測定でき，信頼性と妥当性が確認されている．資質

的レジリエンス要因は，楽観性・統御性・行動力・社交性

の 4 要因，獲得的レジリエンス要因は問題解決志向・自

己理解・他者心理の理解の 3 要因で構成されている．得

点が高いほど，レジリエンスが高い状態を示し，最低得

点は 21点で最高得点は 105点である． 

 

２．データの解析方法 

職業性ストレス簡易調査票の結果については，2020年

と過去 4 年間の違いを一元配置分散分析にて，5 年間と

各属性の比較については二元配置分散分析にて解析し，

主効果があった場合は Tukeyの多重比較検定を実施した．

また，CES-D，BRS については，自記式質問紙調査の

COVID-19 に関連する各要因とそれぞれの得点について，

2群間の比較は t検定にて解析し，3群間以上の場合は一

元配置分散分析を行い，分散分析にて主効果が認められ

た場合は Tukey の多重比較検定を実施した． 加えて，

CES-D と BRS の相関関係をピアソン積率相関係数に

よって分析した． 

以上の統計分析には Excel 統計（version2.21）を使用した． 

 

３．倫理的配慮 

自記式質問紙調査票は無記名とし，各所属長を通して

配布した．回答者には記入後，各施設に設置した専用回

収箱に投函してもらい，回収箱は筆者自身が回収した．

調査にあたり，研究の趣旨や研究参加は自由意志である

こと，個人情報は保護されること，回答を持って同意が

得られたものとすることを文面で説明を行った．なお，

調査用紙とデータは研究者・共同研究者以外が目に触れ

ないよう施錠管理できる場所に保管した．  

本研究は，新田塚医療福祉センター倫理審査委員会の

承認を得て行った（承認番号 新倫 2020-16号）． 

 

 

結   果 

 

Ａ．職業性ストレス簡易調査票 

職業性ストレス簡易調査票の結果について，2016年～

2020 年の 5 年間の対象者数は 1,192～1,152 人，受験者

数は 706（63.1％）～927（81.6％）であった．詳細を表 1に

示した． 

 

 対象者数(人) 受検者数(人) (回答率％) 男性(人) 女性(人) 

2016年 1119 706 (63.1) 169 537 

2017年 1152 882 (76.6) 210 672 

2018年 1140 919 (80.6) 243 676 

2019年 1136 927 (81.6) 228 699 

2020年 1123 918 (81.7) 210 708 

 

2016 年～2020 年の 5 年間の総得点，ストレス要因，

ストレス反応，周囲のサポート，満足度を一元配置分散

分析で検定した（表 2）．2020年に他の年との有意な差は

見られなかった． 

表１．職業性ストレス簡易調査票の対象者数・受検者数・回答率（5 年間） 
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そこで，性別，年代，所属，職種ごとに，2016年～2020

年の総得点，ストレス要因，ストレス反応，周囲のサポー

ト，満足度，加えてストレス要因の下位項目である量的

負担とコントロールについて二元配置分散分析を行った

（表 3）．2020年とその他の年で主効果が見られたものと

しては，ストレス要因については，老人介護福祉施設で

は 2020年が 2016年より高く，逆に老人介護保健施設で

は 2020 年が 2016 年より低かった．満足度については，

20 代では 2020 年が 2016 年より高く，放射線・検査技

師では 2020年は 2016年より低かった． 

 

Ｂ．自記式質問紙調査 

自記式質問紙の配布数は 1,133部，回収数は 849部，

回収率 74.9%であった．そのうち，CES-D と BRS に記

入漏れ，重複回答のない 745 名分を有効回答とした

（65.8%）． 

 

１）属性 

有効回答 745 名のうち，性別・年齢・所属・職種ごと

の構成を表 4に示した． 

 

 

 人数 (％) 

性別   

 男 172 (23.1) 

 女 571 (76.6) 

不明 2 (0.3) 

年代   

20代以下 133 (17.9) 

30代 187 (25.1) 

40代 211 (28.3) 

50代 148 (19.9) 

60代以上 65 (8.7) 

不明 1 (0.1) 

所属   

総合病院 324 (43.5) 

総合クリニック 107 (14.4) 

精神科病院 79 (10.6) 

医療大学 49 (6.6) 

介護老人福祉施設 67 (9.0) 

介護老人保健施設 68 (9.1) 

こども園 26 (3.5) 

その他 23 (3.1) 

職種   

 医師・歯科医師 32 (4.3) 

 薬剤師 10 (1.3) 

 看護師・看護補助 288 (38.7) 

 放射線技師・検査技師 24 (3.2) 

 コンピューター技術員 1 (0.1) 

 リハビリ（OT・PT・ST・作業助手） 86 (11.5) 

 臨床工学技士 3 (0.4) 

 義肢装具士 2 (0.3) 

 歯科衛生士 6 (0.8) 

 診療情報管理士 6 (0.8) 

介護職員 101 (13.6) 

 相談員 18 (2.4) 

 管理栄養士・調理師 26 (3.5) 

 保育教諭 25 (3.4) 

 事務 66 (8.9) 

 施設・設備管理 5 (0.7) 

 専任教員 28 (3.8) 

 

  

2016年 

n = 706 

2017年 

n = 882 

2018年 

n = 882 

2019年 

n = 882 

2020年 

n = 882 

平均±標準偏差 平均±標準偏差 平均±標準偏差 平均±標準偏差 平均±標準偏差 

総得点 

121.8 ± 21.0 120.1 ± 20.3 119.1 ± 19.6 119.7 ± 19.7 120.3 ± 20.5 

ストレス要因 

42.1 ± 5.9 41.8 ± 5.9 41.5 ± 5.8 41.8 ± 5.7 41.8 ± 8.9 

ストレス反応* † 2016年＞2018年、2016年＞2019年 

56.7 ± 13.9 55.4 ± 13.5 54.7 ± 12.8 54.8 ± 13.1 55.3 ± 13.5 

周囲のサポート  

18.9 ± 4.8 18.9 ± 4.7 18.9 ± 4.7 19.1 ± 4.8 19.1 ± 4.7 

満足度 

4.1 ± 1.2 4.0 ± 1.1 4.0 ± 1.1 4.0 ± 1.1 4.1 ± 1.1 

 

表２．職業性ストレス簡易調査票の 5年間の比較 

分散分析 *p < 0.05 Tukey多重比較検定 †p < 0.05 

 

 

2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 

 n 平均±標準偏差 n 平均±標準偏差 n 平均±標準偏差 n 平均±標準偏差 n 平均±標準偏差 

ストレス要因     所属 **   介護福祉施設 † 2016年-2020年 

 66 40.1 ± 4.9 78 41.1 ± 5.8 73 40.9 ± 5.9 76 40.8 ± 6.2 76 42.7 ± 6.2 

           所属 **   介護保険施設  † 2016年-2020年 

 77 44.1 ± 5.9 79 42.4 ± 5.8 77 41.8 ± 5.7 87 42.5 ± 4.8 86 41.5 ± 6.0 

満足度        年代 **   20代 ‡ 2016年-2020年 

 157 4.4 ± 1.2 162 4.1 ± 1.1 191 4.1 ± 1.1 188 4.0 ± 1.0 166 3.9 ± 0.9 

           職種 **    放射線・検査技師 ‡ 2016年-2020年 

 22 3.5 ± 0.2 24 3.7 ± 0.2 36 3.8 ± 0.2 28 4.2 ± 0.2 32 4.4 ± 0.2 

分散分析 **p < 0.01 Tukey多重比較検定 †p < 0.05, ‡p < 0.01 

表３．職業性ストレス簡易調査票の属性ごとの比較（2020年とその他の年で主効果が見られたもの） 

表４．自記式質問紙票の各属性 

注）総合病院（福井総合病院），クリニック（福井総合クリニック），精神科病院（福

井病院），大学（福井医療大学），介護福祉施設（新田塚ハウス），介護保険施設

（新田塚ハイツ），その他（こども園，福井メディカル，訪問看護ステーション，

介護相談センター，包括支援センター等） 
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２）新型コロナウイルス感染症について 

①職場環境の変化 

所属している部署で新型コロナウイルス感染者と接触

する機会があると答えたのは，266 名（36.1%）であった． 

仕事上の変化は，663 名（91.2%）が『ある』と答えた．

仕事上の変化を「感染症対策」「患者・家族への対応」「業

務上の変化」「勤務の調整」「関係機関との連絡・調整」「物

資の確保」の 6 つに分類し，それぞれの負担の程度を図

1に示した．「感染症対策」と「物資の確保」では，『非常

に負担』と『かなり負担』を合わせた割合が 40%を超え

ていた． 

また，職場環境での困り事を自由記述で回答しても

らった．自由記述の回答者 520人の回答のうち，多い順

に表 5に示した．上記の 6つの分類と重複する事項もあっ

たが，それ以外では『変化への不安・不便さ・困難』を訴

えた人が 64 名（12.3%），『感染への不安』を訴えた人が

37名（7.1%）いた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  人数 

1 位 物品の不足 143 

2 位 消毒・清掃 74 

3 位 変化への不安・不便さ・困難 64 

4 位 家族への対応 41 

5 位 感染への不安 37 

 

②新型コロナウイルス感染症による差別 

医療従事者であることで差別を受けたかどうかの質問

には，36名（4.9%）が『はい』を選んでいた．その差別を

与えてきた相手は，患者，同僚，家族，家族の職場，子ど

もの友人・その親，子どもの学校や保育園，友人，近所の

住人，店員など，多岐にわたっていた． 

③新型コロナウイルス軽症感染者を受け入れる以前と以

降での不安の差 

センターでは 2020年 9月に COVID-19軽症感染者の

受け入れを始めた．それ以前と以降の不安の差について，

図 2 に示した．受け入れ前後に大きな変化は見られな

かった．受け入れ以前から『非常に不安』『かなり不安』

『やや不安』を合わせた割合は 85%を超えていた． 

 

 

 

 

 

 

 

④センター内の感染症対策についての安心感 

センター内の感染症対策に対する安心感について，図

3に示した．また，新規の感染症流行時に安心して働ける

ために求める物品・設備については表 6 に示した．多く

の職員が新しい物品・設備よりも既存の感染防護具を求

めていた．また，2020年 9月に軽症感染者受け入れが始

まったことで感染者と接触する機会が増え，それに対応

する設備を求める声が出ていた． 

 

 

 

 

 

 

 

  人数 

1 位 感染防護具（ﾏｽｸ、ｸﾞﾛｰﾌﾞ等） 536 

2 位 物品の十分量 87 

3 位 感染者専用設備（診察室等） 37 

4 位 IT 設備 29 

5 位 非接触設備(自動受付機等) 20 

 

⑤家庭生活での変化 

家庭生活での変化は，668名（90.0%）が『ある』と答え

た．変化の内容を，表 7 に示した．家庭生活での変化を

「感染症対策」「自身の心身の健康管理」「家族の心身の

健康管理」「行動の自粛・制限」「家事負担の増加」「物資

の確保」の 6 つに分類し，それぞれの負担の程度を図 4

に示した．「行動の自粛・制限」では，『非常に負担』と『か

なり負担』を合わせた割合が 70%を超えていた． 

また，家庭生活での困り事を自由記述で回答しても

らった．自由記述の回答者 550人の回答のうち，多い順

に表 8に示した．『自身のストレス対処』を訴えた人が 26

名（6.1%），『県外家族との接触制限』を訴えた人が 23名

図１．仕事上の変化の負担度 

表５．職場の困り事（自由記述） 

図２．軽症患者受け入れ前後の不安の変化 

図３．センターの感染症対策に対する安心感 

表６．新規感染症対策に必要な物品・設備（自由記述） 
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(n = 742)

業務上の変化

(n = 740)

患者・家族への対応

(n = 742)

感染症対策

(n = 741)

非常に負担

かなり負担

やや負担

負担はない

12%

11%

23%

26%

51%

49%

14%

14%

受け入れ後

(n = 741)

受け入れ前

(n = 739)

非常に不安

かなり不安

やや不安

不安はない

2%

18% 58% 23%
安心感

(n = 738)

非常に安心

かなり安心

やや安心

安心感はない
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（5.4%），『学校・園の休校・休園』を訴えた人が 23名（5.4%）

など，それぞれの家族形態により困り事は様々であった． 

 

 

 人数  人数 

家庭の消毒 261 運動の制限 121 

換気 226 帰省の制限 237 

自分自身の手洗い・消毒 451 旅行の予定の延期 385 

家族の手洗い・消毒 411 家事負担の増加 80 

家族のマスク着用の促し 422 家族との接触頻度の増加 37 

友人等の面会制限 368 家族との接触頻度の減少 107 

外出の制限 564 ケンカ・もめごとの頻度増加 34 

外食の制限 527 感染対策物資の不足 230 

趣味の活動の制限 321 その他 16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  人数 

1 位 外出・行動制限 124 

2 位 物品の確保 96 

3 位 自身のストレス対処 26 

4 位 感染への不安 25 

5 位 家族の感染対策 23 

5 位 県外家族との接触制限 23 

5 位 学校・園の休校・休園 23 

 

⑥学校・園の休校・休園の影響 

高校生以下の子どもがいる職員は 318 名（42.7%）おり

（表 9），次いで『いる』と答えた職員に対して COVID-19

流行による子どもの通学・通園の変化と変化の負担度に

ついて尋ねた結果を図 5 に示した．通学・通園の変化と

負担度で二元配置分散分析を行ったところ，『自粛した』

『自粛要請があったが利用できた』人たちよりも『休校・

休園』の人たちで負担度が有意に大きかった． 
 

 

子どもの有無（人) 

 あり なし 不明 

318 428 3 

子どもの年齢（複数回答）（人） 

0～3歳 4～6歳 小学生 中学生 高校生 

90 82 163 87 66 

 

 

 

 

 

 

⑦ストレス緩和の方法について 

ストレスを緩和するために行っていること聞いた結果

を表 10に示した．上位 3つは『食べる・飲む』『寝る・

休息する』『TV・動画』と自宅で行える緩和方法を挙げて

いた．感染拡大による行動の制限がある中でストレス緩

和ができずにメンタルヘルスに影響が出ていた可能性も

考えられる． 

 

 

 人数  人数 

食べる・飲む 432 自然・動物 99 

寝る・休息する 408 入浴 96 

TV・動画 281 読書 88 

話す 271 ゲーム 71 

ショッピング 209 歌う・カラオケ 50 

音楽を聴く 180 家事 38 

運動をする 156 喫煙 25 

外出をする 143 パチンコ・賭け事 7 

SNS 112 その他 30 

飲酒  108   

 

３）CES-D 

CES-Dからは 232名（31.1%）に抑うつ状態が確認され

た． 

CES-D の得点と COVID-19 に関連する各要因につい

て，2群間の比較はｔ検定を，3群間以上の比較は一元配

置分散分析および Tukeyの多重比較検定を用いて検討し

た（表 11）．女性では男性より得点が高かった．医療従事

者であることで差別を受けたと感じたものはそうでない

人よりも有意に得点が高かった．また，職場の感染対策

への安心感が低い人は，有意に得点が高かった．家庭環

境の変化への負担では，「自身の健康管理」「行動の自粛」

において，有意な差が認められた．子どものいない職員

では，有意に得点が高かった．一方，子どものいる職員の

中でみると，子の年齢において高校生の子を持つ職員は，

有意に得点が高かった． 

また，新型コロナウイルス感染者との接触の有無によ

る差は見られなかった． 

 

表７．家庭内の変化（複数回答） 

図４．家庭内の変化の負担度 

表８．家庭内の困り事（自由記述） 

表９．子どもに関する回答 

図５．子どもの通学・通園の変化と負担度 

表 10．ストレス緩和のための行動（複数回答） 

9%

4%

29%

8%

8%

7%

20%

12%

41%

21%

23%

22%

51%

42%

26%

53%

50%

55%

19%

42%

3%

19%

19%

16%

物資の確保

(n = 741)

家事負担増加

(n = 741)

行動自粛・制限

(n = 744)

家族の健康管理

(n = 741)

自身の健康管理

(n = 742)

感染症対策

(n = 742)

非常に負担

かなり負担

やや負担

負担はない

13%

27%

36%

15%

39%

36%

35%

29%

23%

38%

6%

5%

自粛要請があったが

利用できた

(n = 48)

自粛した

(n = 49)

休校・休園

(n = 179) 非常に負担

かなり負担

やや負担

負担なし
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４）BRSについて 

BRS の得点と COVID-19 に関連する各要因について

一元配置分散分析を用いて検討した（表 12）．所属と職種

において有意な差が見られた．また，職場の感染対策へ

の安心感が高い人は，有意に得点が高かった．家庭環境

の変化への負担では，「自身の健康管理」「家事負担の増

加」「物資の確保」において，負担を感じていない人は有

意に得点が高かった． 

 

５）CES-Dと BRSの相関 

CES-DとBRSの得点間で負の相関が認められた（r ＝ -.427）．

CES-Dの得点と関連の強いBRSの下位因子を検討するた

めに，CES-DとBRS下位因子の相関係数を算出した．資

質的レジリエンス要因と，その下位因子の楽観性で負の

相関がみられた．また，資質的レジリエンス要因の下位

因子の統御性，行動性，社交性や，獲得的レジリエンス要

因およびの下位因子問題解決志向と自己理解で弱い負の

相関がみられた． 

 

 

 

 

 n 平均±標準偏差   n 平均±標準偏差   n 平均±標準偏差   n 平均±標準偏差  

性別  § 

 男性 172 11.84 ± 8.2 女性 572 13.83 ± 8.3      

差別の有無  § 

あり 36 17.03 ± 10.2 なし 705 13.20 ± 8.2      

職場への安心感  ** † かなり安心-安心なし 

非常に安心 13 11.54 ± 7.1 かなり安心 129 11.67 ± 7.6 やや安心 426 13.17 ± 7.7 安心なし 171 15.39 ± 10.1 

家庭変化（自身の健康管理） ** † 非常に負担-負担なし, かなり負担-負担なし 

非常に負担 58 16.19 ± 9.4 かなり負担 169 15.18 ± 8.3 やや負担 372 12.96 ± 8.0 負担なし 144 11.24 ± 8.2 

家庭変化（行動の自粛） ** † 非常に負担-かなり負担 

非常に負担 218 15.37 ± 9.5 かなり負担 306 12.44 ± 7.4 やや負担 196 12.82 ± 8.4 負担なし 25 11.72 ± 5.4 

子どもの有無 § 

あり 316 12.36 ± 7.8 なし 156 14.16 ± 8.7      

子どもの年齢  *  † 0～6歳-高校生 

 0~6歳 136 11.51 ± 7.0 小学生 116 12.12 ± 8.4 中学生 30 13.03 ± 7.0 高校生 35 15.77 ± 8.5 

 

 n 平均±標準偏差   n 平均±標準偏差   n 平均±標準偏差   n 平均±標準偏差  

所属  ** † 総合-介護福祉, 介護福祉-こども園 ‡ ｸﾘﾆｯｸ-大学, 精神-大学, 大学-介護福祉 

 総合病院 325 70.16 ± 9.8 クリニック 107 67.50 ± 9.4 精神科 79 68.09 ± 9.1 大学 49 74.20 ± 8.5 

介護福祉 67 65.99 ± 10.0 介護保険 68 69.15 ± 9.5 こども園 26 72.85 ± 7.8 その他 22 71.18 ± 7.4 

職種  * † 看護師-教員, 放射線･検査-教員 ‡介護士-教員  

医師・歯科医師 32 72.69 ± 11.2 薬剤師 10 70.40 ± 9.5 看護師・補助 289 68.90 ± 9.4 放射線・検査 24 66.58 ± 12.1 

リハビリ 86 69.49 ± 9.7 介護士 101 67.35 ± 9.8 相談員 15 71.53 ± 7.6 栄養・調理 26 68.73 ± 9.9 

保育教諭 25 72.88 ± 8.1 事務 64 69.72 ± 9.6 専任教員 28 75.36 ± 8.2 その他 23 71.78 ± 7.6 

職場への安心感  **  † かなり安心-安心なし, やや安心-安心なし 

非常に安心 13 70.00 ± 11.5 かなり安心 129 71.45 ± 9.3 やや安心 426 69.98 ± 9.2 安心なし 171 66.81 ± 10.3 

家庭変化（自身の健康管理） * † かなり負担-負担なし 

非常に負担 58 69.78 ± 9.3 かなり負担 169 68.36 ± 9.9 やや負担 372 69.13 ± 9.5 負担なし 144 71.47 ± 9.4 

家庭変化（家事負担の増加） **  † 非常に負担-負担なし 

非常に負担 30 65.73 ± 10.2 かなり負担 92 68.83 ± 10.4 やや負担 311 68.80 ± 9.2 負担なし 309 70.80 ± 9.7 

家庭変化（物資の確保） *  † 非常に負担-負担なし 

非常に負担 69 66.71 ± 11.0 かなり負担 151 68.80 ± 9.3 やや負担 378 69.71 ± 9.4 負担なし 144 71.03 ± 9.8 

 

表 11．CES-Dの属性ごとの比較（ｔ検定と分散分析の下位検定で有意差のあった項目） 

分散分析 *p < 0.05, **p < 0.01 Tukey多重比較検定 †p < 0.05 t検定 §p < 0.01 

分散分析 *p < 0.05, **p < 0.01 Tukey多重比較検定 †p < 0.05, ‡p < 0.01 

表 12．BRS の属性ごとの比較（分散分析の下位検定で有意差のあった項目） 
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考   察 

 

１．COVID-19 による医療従事者のメンタルヘルスへの

影響 

Ａ．センター職員のメンタルヘルスへの影響 

COVID-19 流行下の医療従事者のメンタルヘルスにつ

いて，Matsuo ら１）や Awano ら７）の先行研究結果では悪

化が報告されている．また，アメリカの一般成人の

COVID-19 流行前後の抑うつ症状の有症率を調査したと

ころ，軽度・中等度・重度のいずれの重症度においても流

行後の方が高かった８,９）．しかし，センターにおいては

2020年と過去 4年間の職員のメンタルヘルスに，一部の

職種・所属以外で有意な悪化は見られなかった．また，

COVID-19 軽症感染者の受入を開始して以降の職員の 3

割に抑うつが見られたが，COVID-19 流行以前において

も医療従事者の抑うつ症状有症率は，29.8～54.0％と報

告されている 10-13）．平常時から医療従事者の抑うつ有症

率は健常群 15.2％14）より高く本研究の結果からは，

COVID-19 の影響によりセンター職員のメンタルヘルス

が悪化したとは言い難い．  

なお，前述のメンタルヘルスに悪化が見られた放射線・

検査技師と介護老人福祉施設の結果については，COVID-

19 の影響の可能性は否定できない．Matsuo らの研究１）

においても放射線・検査技師のバーンアウト有症率が高

いことが示されている．この 2 つの職種においては，今

後のストレスチェックの結果等でメンタルヘルスを注意

深く観察する必要がある．また，所属での介護老人福祉

施設のストレス要因が高くなっていた結果については，

本研究では明らかな要因を示すことはできなかった．介

護施設においては，昨今の課題として人材確保の問題や

職員配置基準上の法律の問題等の要因が考えられる．放

射線・検査技師同様，今後のメンタルヘルスを観察して

対策を考えていく必要がある． 

 

Ｂ．職員のメンタルヘルスに及ぼすセンターの取り組み

の影響 

当センターのメンタルヘルス悪化が見られなかった要

因について，本研究で示された結果に基づいて考察して

いく． 

 

①子どもを持つ職員 

2020年 3月～6月は政府の取り組みとして全国で公立

の幼稚園，小・中学校，高校の休園・休校が実施された．

Bansal ら 15）は，子どもを持つ親にとって，学校閉鎖は

ワークライフバランスに複雑な影響を与えると述べてい

る．しかし本研究では，子どもを持つ職員は抑うつが有

意に低かった．これは，子どもを持つ職員にとって，当セ

ンターは従前より働きやすい職場であることを示唆して

いる可能性がある．子どもの要因による有給，時短勤務

の取得しやすさなどが影響するだろう．通常時より子ど

もを持つ職員に対する十分な取り組みがなされており，

それが学校閉鎖等の非常事態に陥った際にも職員のメン

タルヘルスの悪化を防止できた可能性がある．さらに，

福井県ではCOVID-19流行後も児童館や保育園は閉鎖に

陥らなかったことなど，県の取り組みも有効であったと

考えられる． 

一方，本研究においても学校や保育園等が休校・休園と

なり利用できなかった職員は，通学・通園を自粛した職

員あるいは自粛要請があったが利用できた職員よりも負

担が大きかった．また，子どもの年齢では高校生を持つ

親で抑うつが高かった．先行研究によると，年齢の高い

子どもへの学校閉鎖の影響は，受験等に懸念を与えてい

るとの報告もある 14）．家族の形態により制限される行動

に違いがあり，それによる負担も違ってくる．家庭状況

についても相談できる体制があるとよいと思われる．ま

た，子どもを持つ職員の不在時に業務を支えるのは周囲

の職員であり，その職員への影響についても配慮が必要

である． 

 

②感染症対策 

本研究では，感染者との接触の有無では抑うつに差が

見られなかった．また，センターでは本研究開始の 1 か

月前に軽症患者の受け入れが始まったが，受け入れ前後

の不安にも差は見られなかった．このことは，センター

の感染症対策が職員のメンタルヘルスに有効に働いてい

ることを示唆している．また，部署によっては実技形式

の研修を取り入れており，そういった取り組みが職員の

自信につながり不安を低減させている可能性も考えられ

た． 

一方，感染症に直接かかわらない一般の医療従事者は，

直接かかわっている医療従事者よりも，かえって心理的

負担が大きいとの報告もある 16）．その理由として，瀬藤

ら 17）によると，直接かかわっている看護師は①自発的に

選抜されること②十分な知識，対処力等を備えた中堅ス
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タッフが多いこと③タイムリーで正確な情報が得やすい

ことと比較し，一般の医療従事者が所属するその他の病

棟でも感染症に脆弱な患者を抱えていること，感染流行

の影響で治療などが中断するなどの付加的なストレスが

かかっていることが指摘されている．感染症の影響を受

けるのは医療システム全体であるという認識を持ち，一

般の医療従事者にも感染症患者に直接かかわっている医

療従事者と同様の配慮が必要であると考えられる．  

 

③レジリエンスとの関連 

レジリエンスが高い職員では，職場の感染対策への安

心感があること，また，家庭生活においては自身の健康

管理や家事などに負担が少ないことが挙げられた．仕事

上や家庭内で発生した新たな業務に対しての負担感が低

いことは，レジリエンスの下位因子にある楽観性や統御

性に影響していることが考えられる．松崎 18）はストレス

反応に影響を及ぼす変数は，ストレス増強要因よりもス

トレス緩和要因であることを指摘し，そのストレス緩和

要因のうちの 1 つは「裁量度」であると述べている．こ

れは，同じ事象や結果であっても，それを導き出したの

が自分の行動であり，その裁量度が十分あると捉えるこ

とでストレス反応を減少させ，負担を低減させると捉え

ることができる．また，IASCの「新型コロナウイルス流

行時のこころのケア」２）によると，医療従事者は仕事上の

接触により，友人や家族に感染症に感染させてしまうの

ではないかという恐れを抱きやすいと指摘されている．

その際，楽観性や統御性を持つことはストレスに対して

保護的に働くだろう． 

レジリエンスを高める要因として平野 19）は，生まれ

持った気質と関連の強い『資質的レジリエンス要因』と

後天的に身につけていきやすい『獲得的レジリエンス要

因』に分けて捉え，異なる介入が必要であると述べてい

る．本研究では，獲得的レジリエンス要因においても「問

題解決志向」と「自己理解」で相関が見られた．平野は，

問題解決志向とは「状況を改善するために，問題を積極

的に解決しようとする意志を持ち，解決方法を学ぼうと

する力」，自己理解とは「自分の考えや，自分自身につい

て理解・把握し，自分の特性に合った目標設定や行動が

できる力」と述べている．後天的に身につけていきやす

いこの 2 点を研修等の職員教育に取り入れることによっ

て，職員のメンタルヘルスを強化することができる可能

性がある．そういった取り組みの中で，変化をポジティ

ブに受け入れていく組織全体の風土養成につながること

が望まれる． 

一方で，研究の限界として，COVID-19 流行前のレジ

リエンスを評価していないため，流行前後の変化を比較

することができなかった．今回の結果にあるセンター職

員のレジリエンスの値が，元来から持つレジリエンスな

のか，COVID-19 の影響を受けた後のレジリエンスなの

かが不明である．今後は，新規感染症等の医療体制が非

常時に陥った際の，職員のレジリエンスとその介入の両

方に焦点を当てたさらなる研究が必要である． 

 

２．新規の感染症流行時に求められる事柄 

A．物品 

物品面については，まず感染防護具があげられる．2020

年 4 月頃には全国的なマスク不足となり，医療機関でも

不足していると報道があった．センターでもマスクの不

足に陥り，本研究においても新規感染症流行時期に職場

に求める設備・物品を聞いた質問では半数以上が，マス

ク，アルコール消毒液等の既存の感染防護具を挙げた．

また，物品の十分な量や在庫を指摘した意見もあった． 

感染防護具以外で求める声が多く上がっていたのは，

診察室や待合室等の感染者専用設備，サーモグラフィー

カメラなどの IT設備，自動受付機等の非接触設備であっ

た．また，病院の体制としては，感染症対策の教育や職員

への PCR検査を望む声もあった．Shanafeltら 20）は医療

従事者の持つ不安について，①十分な個人防護具，②家

族の感染危険性への対処，③自身への迅速な検査体制，

④労働時間の増加や学校閉鎖中への対応等が求められて

いると述べている．新規感染症流行時には，感染防護具

が通常どおり使用できることがまず必要なこととなる．

その上で，その他の設備や感染危険性に対処することが

必要になる． 

 

B．メンタルへルスの取り組み 

物品以外で職場での困り事で挙がっていたのは，消毒・

清掃業務，変化への不安・不便・困難，家族への対応，感

染への不安であった．消毒・清掃業務や家族への対応に

ついては，通常業務を行った上で追加して求められる業

務である．消毒であれば患者ごとに作業が必要になり，

日に何度も行うこととなった．家族への対応については，

感染予防のために面会が制限される一方で様々な調整の

ために家族に連絡する機会が増え，追加された業務も含
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めたスケジュール管理が必要になった．加えて，前述し

たとおり，医療従事者は平常時から抑うつ有症率が高く，

精神健康度は低いと言える．感染の危険性にさらされて

いる上に，業務過多に陥った際はメンタルヘルスへのさ

らなる取り組みが必要と考えられる． 

新規感染症流行など非常時において，医療従事者の不

安やメンタルヘルスを支援する上で必要なこととして，

高橋 21）はセルフケアとラインケア（管理監督者が行うケ

ア）の両方向からの対処が必要と述べている．セルフケア

においては，Center for the Study of Traumatic Stress22）

によるCOVID-19流行時の医療従事者の健康維持に関す

る提言からは，①食事，睡眠などの基本的ニーズを満た

すこと，②休養，③同僚とのつながり，④建設的なコミュ

ニケーション，⑤家族との連絡，⑥互いへの尊重，⑦情報

の更新，⑧セルフチェック，⑨自分への肯定的な評価が

必要とされている．ラインケアにおいては，労働状況と

健康状況のモニタリングを行うことが必要であり，対象

者にスクリーニング結果のフィードバックも含め事前に

計画立てて支援することが重要としている 21）． 

以上のことから，医療従事者のメンタルヘルスに関す

る取り組みとして，通常時から職員教育によるレジリエ

ンスを高める研修や，組織によるストレスチェックを継

続し，その結果に応じたセルフケアとラインケア両方向

からの対処が必要になると考えられる． 

 

 

結   語 

 

①今回の研究結果からは，センター職員における

COVID-19 によるメンタルヘルスの悪化は見られな

かった．その要因として，センターの感染症対策や，子

を持つ職員への取り組みが有効に働いていることが考

えられた． 

②新規感染症流行時に必要な事柄としては，物品面とメ

ンタルヘルス面への取り組みの 2つが必要である． 

③医療従事者は元来よりストレス状況下にある．通常時

からメンタルへルスへの取り組みを行うことにより，

感染症流行時など有事に耐えていくレジリエンスを培

う必要がある． 
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